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震
災
当
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動

地窟発生時、大半の人々は未だ床の中にあ

った。出張先て地震を知り、帰宅するのに苦

労をした人、入院先で自宅が全壊した人、手

術当日に被災し、転院して手術を受けた人も

あった。

被災地の場所にもよるが、最初の一撃は地

の底からの時り音、続いて強烈な上下動が襲

った。そして激しい横揺れが続いた。この間、

20数秒であったといわれるが、もっと長い時

間であったと感じた人が多い。高速道路が薙

ぎ倒された周辺では、飛行機の墜落と直感し

たという人もいる。

外は、まだ閻であった。被害の大きいとこ

ろでは、瞬時に電気、ガスが止まり、電話が

途絶えた。水道も問もなく止まった。

建物が倒壊したところでは、家族を助け出

そうと必死の努力をする光景が続出した。被

災者に直後の様子を聞くと、それぞれに衝撃

的であり、偶然性があり、悲しいドラマがあ

る。

自宅で被災した税理士は、ます身辺の安全

確認をし、親族、知人の安否の確認とその対

応に追われ、一段落する間もなく事務所の状

況が気がかりとなった。

テレピなどで地震の様子が報道され始める

と、交通の状況も十分に確認できないにもか

かわらす、多くの人が「どうしても事務所に

いって状況を確認したい」という気持ちを持

った。家族や自宅周辺に被害が出た人は、そ

の対応に終始し、事務所の方にまで気が回ら

なかった人もいた。

事務所の状態を確認するために出かけた人

は、様々な危険に晒された。

大きく傾斜したピル、黙々と上がる黒煙、

波打った道路、垂れ下がった電線、傾いた電

柱、異様な光景を目にしながら事務所に向か

った。
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中には、事務所までの途路で、瓦礫に埋ま

った被災者の救済に当たった人もいた。

事務所にたどり着いたところ、多くの事務

所では、備品、書庫、コンピュータ、書類等

が散乱し、その様に陸然とした人達が大半で

あった。気を取り直して片づけ始めた人、取

りあえす貴重吊類を持ち帰っただけという人、

納期の迫った源泉事務（納期特例の特例 l月

20日期限）を処理した人など様々であった。

なかには、徒歩で市内の関与先を尋ねまわ

った人もいた。

R 
地震当日の行動についてお教えください。

（自宅と事務所が別の方）

(1) 地震当日、事務所に行きましたか

(a) 行った 314 

(b) 1-fかなかった 325 

(2) 地震当日、事務所に行った方法は

(a) 通常の交通機関 10 

(b) 乗用車 114 

(c) バイク 10 

(d) 自転車 28 

(e) 徒歩 150 

(3) 何時頃行きましたか

(a) 午前中 228 

(b) 午後 80

(4) 地震当日、事務所に行かなかった

場合、それは何故ですか

(a) 交通手段がなかった 227 

(b) 危険と思った 93 

(c) 自宅が被害にあって行けなかっ

た 104

(d) 近隣の救済活動をしていたから

6 

(e) 親族の安否の確認を優先した42

震災当日の行動

9 9 

: (f) その他 24 
： ： 
し＿ ＿――-----__________________________________________________ : 

アンケートで、「事務所に行った」と回答し

た人は、約50％となっているが、「行かなかっ

た」と回答した人は、交適事情や自宅の被災

等で、やむなく行けなかったのが実情である。

午前中に行動した人が70％を越えており、

一刻も早く事務所の状況を把振したいという

当時の税理士の心境を示す数値となっている。

事務所への交通機関は、通常の交適機関と

回答した人はID人に過ぎす、一万、徒歩と回

答した人が150人もおり、当日の異常な交通状

況を示している。

徒歩でII時問かけて倒着した人、電車を乗

り継いで大きく迂回してたどり着いた人、そ

れぞれに大変な努力をして事務所に行った様

子が体験談に掲載されている。
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辻食a
1月17B 震災‘り日はープ階の布団の中

で目は覚めていたが、いつものごとく布

団の中でそろそろ起きようかなと思って

いました。家内は既に起きて雨戸を開け

た後、沈面所で化粧中でした。

その時、地震がぐらぐらと来て、家が

どのような倒れ方をするのか、 ド敷きに

ならない場所はどこかと思ううち、隣の

部屋の蹴笥、本箱、整理蔑笥等々が一斉

にぷつかり合いガラス類が音を立ててく

だけ散った。今までこのような大きな地

霰に出会ったことがなく、私は呆然とた

だじっとしているだけでした。

家内は昔、子供のころに鳥取大地震の

経験があり、家屋が倒壊寸前の経験があ

り、なかなか浴ち着いていました。良か

ったことは家内の経験から寝室には一＾切

何も固いていなかったこと、これがまず

物にあたらずケガがなかった事でした。

地震発生から二H間はただ呆然として、

ガラスの破片、壊れたものの掃除等に明

け葬れていたように息います。この間、

仕事の方は電車も動かず電話もなかなか

相手につながらずの状態でしたから、 11

＊に関しては頭の中から抜けてしまって

いました。

早朝散歩するのを H課と致しており、

当1:1も路上で酉後方よりゴーという音が

したら息ったら、グラグラときて、立っ

ていることが不可能で、膝をついて治ま

るのを待つ。その間、東の遠く彼方の紫

の閃光が二、三本立っていた。治まって

何時ものコースを逆に帰る途中、工場の

プロック塀が倒れているのと、賠いせい

もあって外に出ている人はまばら。強い

なとは思ったが、我が家に帰ってみると

大理石の門柱がふっ飛んでおり、屋根瓦

が散乱、外壁内壁のクラック、さんのズ

レ、南面のガラスの破れ、戸の開閉不能、

断水、家具や書籍、棚のものの浴下と惨々

たる状況であった。

外が明るくなるにつれて周囲の被害も

分かって来たし、神戸方面の被害の甚大

さをテレビ等で知り、その悲惨さに悲し

くなった。

知人、顧間先に欠勤の電話をしたが、

なかなか通じず困ってしまった。断水で

風呂、 トイレが使えなかったのが直接困

ったことの 1つ。私には、襲って来た時

に聞いたゴーという音と東に見えた閃光

が忘れられない。

地震直後に考えたことが、当nの訪問予

定先への連絡や20日の給与源泉所得税の

納付に関するものだったことが、被災地の中

に居ながらはずかしい限りです。 20日にさくら

銀行甲東支店で源泉所得税を納付しようと

したら、「預っても何1:lの入金になるかわから

ない」と受取りを断られ、止むを得ず北口文

店へ納付して、銀行機能の被害のひどさを

はじめて知らされました。西宮北日駅から阪

急で大阪へ出ると電話が通じ、被災地の関

与先等へ連絡できました。西宮北口駅迄の

連絡は、自転車を直後にその駅で盗られた

ため、徒歩で、国道171号線、新幹線の橋

桁取除き作業を朝晩ゆっくりと見学できまし

た。新幹線の復興の早さには、今、思い出

しても驚きです。それに対し国道171号線の

復旧は遅すぎる。



震災当日の行動
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主な企業の震災対応

大阪ガス似給停止区蛾19
霞9J9..1こととめたかったが火
災琵生が予箱口上で、供給停

止のIJ四が広がった
関西電力 関寅大躙災級で

も止9.,..の停竃はないはず99
ったが、交遷網の寸断が綱算

だった•
松下竃覇直霙細かい■災

対応は名事稟所に任せてい
な社員の安否暉認を●優先
した。
三賣竃鑽 11..状況譴認の

ため災言マニュアルが役立・コ
た。ただ捉鑽員q匹な安否
確認が瓢疇．

三m纏行蜘●、台諷など
成怠鳴9対讀マニュアルがあ

り、比較的スムーズに対綱を
讀じることができた。

Ill嶋■工● テレピ会朧シ
ステムが鯛帽を賓京で杷霞す

るの1こ＂立った•図園や蛤で
状況を把舅＇できる。

大
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g
 震災
後
の
事
務
所
職
員
の
処
遇

震災後、雇用保険の特例法が施行されたた

め、被災地の企業では、店舗倒壊などによっ

て事業休止のやむなきに至り、その再開のめ

とがたたないところでは、人件費負担の軽減、

倒産の危機を避けるため、解雇が続出した。

地元百貨店ではアルバイトやパートタイマ

ーが解雇された。

また、雇用調整金助成制度が創設されたこ

とによって、震災による休業については、人

件費に対して補助金が助成されることになっ

た。比較的早い時期に事業の再開がてきる見

込みのある企業では、この制度の利用によっ

て、解雇を回避することができたところもあ

った。

税理士事務所においても、一部解雇か発生

し、また雇用調整金の受給申請をしたところ

もあったが、おおむね労務問題については、

安定的に推移したと思われる。税理士事務所

にあっては、職員としての教育に一定期間必

要であること、少人数の事務所では多少の収

入減に見舞われても今後の回復に期待せさる

を得ないことなどがその理由てあろう。

― 事務所議員のことについてお聞きします。

被災後、職員を解雇しましたか

解雇した(a, 

(b) 

2
 

42 

解廂していない 560 

一時事務所が閉鎖状態になった方

で、給与をカットしましたか

,a, 

(b) 

力ソトした

カットしなかった

39 

428 

アンケートによると、回答数60？件のうち42

件、約15％が、「解雇した」となっている。比

率は低いものの一部において解雇問題が生じ
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震災後の事務所職員の処遇

ている。

事業休止による給与のカットについては、

回答数467件のうち4E件、約10％が、「カット

した。」となっている。

解雇と給与カットを併せて考えると、 畏災

に起因して、 税理士事務所の職員への影習は

少なからすあったといえるが、少人数の事務

所が多く、深刻な労務閤題になるケースは聞

かれす、一般的にみれば雇用関係は、比較的

安定していたと見られる。
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被災地といえども、その被害の程度は、地

域、場所により様々に異なっており、被害の

状況によって、事務所再開まての足取りもま

ちまちであった。

被害が少なかった事務所

地震破壊が比較的軽微で、交適手段が一応

確保されていた事務所、また自宅事務所ては、

通信の不適の中ても、休業せすに活動してい

た。アンケートによると総回答数の約？A％の

事務所か、休業をせすに事務所を唯持してい

る。

しかし、宅回答数の約75％の事務所では、

地窟後事務所をやむなく閉鎖し、勾50％の事

務所が 1週間以上の休業を余儀なくされた。

：叡””
事務所の再開はいつ頃でしたか。

ポ務所休業はなかった

1週間以内に再開できた 210 

1週間を超え 1ヶ月以内に再開て

a) 187 

．
 

(b) 

(c) 

きた

(d) 1ヶ月超かかった

.......-: 

i 

256 

132 

再開にあたっての問題点は、事務所まての

交通手段の確保であった。被災後、 JR、私

鉄、ハスは長く完全復旧せす、月を追って徐々

に部分的に復旧した。当初は適勤に徒歩で l

時間以上、電車でも E~3時間という状況の

ところも多くあった。再開はしたものの、職

員の出勤がまばらでとても平常勤務とならす、

体力の消耗を考慮して隔日勤務での再開とい

うところもあった。

関与先への巡回には、自転車や八イク（原

動機付き自転車）でないと街中を移動てきす、

特にパイクはもてはやされた。
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再開直後 1~2ヶ月の通勤は体力戦、気力

戦であり、エレベータの故障したビルでは、

毎巳 B階まで徒歩で昇り降りしなければなら

ない事務所もあり、被災地の多くの人は、ス

リムな体躯に変わっていった。

通信はほとんどの地域で 1週問程度は、電

話回緑はパンク状態であった。ビル破壊に伴

う回線損傷を受けたところは 2週間以上も不

通の状態が続いた。この頃には携帯電話が活

躍し、商店街では、携帯電話の路上販売店が

あちらこちらで出店したのも、震災後の特徴

ある風景であった。

水の苦労が大変であった。被災地は地震後

どこでも極めて埃っぽく、事務所内も同様で

あったが、水が供給されていないので清掃が

できす、また水洗便所は使用不能となった。

自宅で水が調達できたところでは、ポリタン

クを満水にして持参してこの間を凌がねばな

らなかった。

交通手段、適信、水が確保されないと事務

斯は平常に戻ることはできない。大半の地域

でこの間、 1 ~2逓間かかったであろうと思

われる。なお特別な地域をのぞいて、電気の

復日は早かった。

被害が大きかった事務所

事務所が崩壊（全半壊、全半焼）したとこ

ろでは、再開は大唱に遅れざるを得なかった。

ます、事務所を安全な場所に移転しなければ

ならす、そのための代替事務所の確保は、困

難を極めたからである。

前述のように、被災地の賃借事務所は、直

後から予約が殺到し、移転先が確保できす、

代替事務所探しはもっとも困難かつ大変な仕

事であった。

被災地外に事務所を探せば比較的確保は容

易であったが、税理土事務所は地域密胴型の

事務所再開の時期

ところが多く、また、被災後の交適事膚の中

での識員の通勤の都合もあり、遠隔地に移転

することは困難であった。永年なじんだ支部

を離れがたいという思いもあった。アンケー

トによると、再開に一ヶ月以上要した事務所

は、総回答者数の約17％こ達している。

再開後の課題

再開後の課題は、ます、事務所内の整理で

あった。全半壊の事務所はもちろん被害なし

としたところでも、事務所内は、書廂などの

偏品が倒壊し、戸棚のガラスは破壊され、書

類とともに床に散乱した。

関与先ファイルは、保管庫から床に投げ出

されたうえ、綴りが外れて、整理後も関与先

相互の書類が入り交じったままという状態と

なった事務所もある。

散乱状態をまがりなりにも元の状態に戻す

のに、職員全員で作業をして l~E日を要し

たであろう。

ビルが漬れた事務所では、手の施しようも

なく、すべての備吊、書類を諦めねばならな

かった。悲惨なケースであり、再開後の業務

に多大の障害となったが、その件数は比較的

少なかったと推測される。

各ピルの清掃に伴って、多くのコミが発生

し、街路は至る所でゴミ集積場となったが、

市の清掃作業は行われす、長く放置されるこ

とになった。

再開後の業務は、関与先の被災に関しての

様々な相談が急増し、被害の大きな関与先に

あっては、手形不渡りの回避、緊急の融資、

使用人の解雇などの問題が事務所に持ち込ま

れ、日頃の業務が一変し深刻な事態となった。

このような被災時の相談業務の増加が、適

常の事務処理の遅れとなって、その後の税理

士事務所の事務遅滞の原因のひとつとなった。
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陶食l
大阪からの通勤時間が片道 4~5時間

要したこと、特に代替パス待ち時間が寒

い中で 1時間半～ 2時間を要したこと。

事務所の断水による不便さが約 2ヶ月

余り続き、駅内のお手洗いを利用せざる

を得なかったこと。

車務所の外装I．．事は 5ヶ月程度で修復

され、内部の亀裂工事（共用部分の階段

筈）は12月に終了したのであるが、各室

の亀裂内装は年越となり、今でも震災の

傷跡をみながら事務を執らざるを得ない

状況である。仮設住宅で越年した方々の

ことを思えば心が痛むばかりであり、顧

問先へ訪問する逍々の災害地を見て Hに

熱いものを覚えます。

代替パス待ち (JR・阪急・阪神等）で

行列、人々が整然とし割込みする人も全

然なく、寒さに負けず通勤している姿に

強い感動を蒐えました。

顧間先より 3名の力が事務所へ見舞い

に米、整理応援をしていただき、破損し

た事務機器を 3階から階段を昇り降りし

て運搬してくださり、書類を整理してく

ださって感涙しました。



口
被
災
後
の
事
務
所
の
足
跡

被災後の事務所

1.事務所再開までの活動

も被災直後の税務相談の急増

震災税務の相談の他、霰炎融資、関与先

の事業再開、事業距続のための様々な相談

が急増した。

3.平成6年分所得税確定申告への対応

原則として 5月31日を提出期限とされた

ことによって、 5月末に事務が集中した。

相当の理由ある湯合は、翌平成8年3月15

日まて延長てきることになったため、個人

確定申告は、平成7年5月31日以後も五月

雨的に延々と続くことになった。雑損控除

の適用をするケースがほとんどで、平年よ

り事務処理に手間取ることとなった。

4. 5月提出法人の確定申告とその延長申請

への対応

法人申告の期限が5月31日とされたため、

個人確定甲告の期限と重なり、期限内処理

は難しくなった。このため、事務所によっ

て、個人確定申告と法人確定申告とのとち

らかを侵先的に処理しなけれはならなかっ

た。法人申告も「やむを得ない事情がある

場合」は、翌平成8年 1月31日まて延長さ

れたが別途の延長手続きが不要となる「や

むを得ない事釦の要件か、文面上厳しい

と受け止め、ほとんどの法人は、面倒でも

個別延長甲請の手続きをして、法人申告の

延長をし、項次事務の遅れを補いながら消

化していった。

5.平成7年分所得税の確定申告への対応

平成6年分と平成7年分の？生分の処理

をしなければならない関与先もあるところ

へ、被災により新たに申告が必要となった

納税者もあり、処理件数は、どの事務所と

も増加した。
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被災者のための税務相談への参加（課税

庁の推計による要請では平年の税務援助の

日数の2.5倍）もあり、また事務の遅れもあ

り、これまでになく多忙な確定申告時期を

経験することになった。

6．その後の 5月提出法人の確定申告への対

応

被災後の事務の遅れも、 5月提出法人の

事務を終えることによって、ほとんどの事

務所で解消したものと思われる。

事務所によって事清は様々であったが、お

おむね以上のような経過があったものと考え

られる。

-------- - -------------------------

R 
----------- -

現在、事務所は順調に機能していますか。

(1) 被災による遅れで仕事が忙しくな

りましたか

(a) 忙しい 282 

(b) 普通 488 

(c) 暇になった 74 

(2) 収入が減少しましたか

(a) 5％減 151

(b) 10％滅 198

(c) 20％減 169

(d) 30％以上滅 91 

(e) 5％増 39

(f) 10％増 10

(g) 10％以上増 25 

(3) 銀行の融資を受けましたか

(a) 受けた 224 

(b) 受けていない 602 

受けた場合その額は

(a) 500万円未満 69 

(b) 500-1, 000ガ円 78 

(ell, 000-2, 000万円 37 

(d) 2,000万円以L 39 

(4) 地震による被害額、修繕費等の資

産損失は

(a) 100ガ円以下 299 

(b) 100-200万円 133 

(c) 200-500万円 140 

(d) 500-1, 000ガ円 77 

(e) 1, 000-2,000万円 56 

(f) 2,000万円以上 52 

(5) 7年分の収入減少予測は

(a) 減少しない 239 

(b) 200万円以ド 295 

(c) 200-500万円 175 

(d) 500-1, 000ガ円 46 

(e) 1,000万円以上 30 

・------------・--------・・-------------------------------・ 

アンケートの結果（平成 7年ll月末頃）を

見ると、忙しいと回答した事務所が総回答数

の36％あり、被災後の仕事の遅れが令なおあ

るということが分かる。

しかし、普通と回答した事務所が約62％と

なっており、平常に戻りつつあることを示し

ている。

lD％の事務所では、暇になったと回答して

いるが、「収入は減少しましたか」の回答を併

せて考えると、暇になった理由は関与先件数

の減少によるものと思われる。

事務所の収入面では、総回答数の約89％の

事務所が減収となっている。 ED%~30％の減

収となっている事務所が約38％の多数に達し

ており、関与先の減少、報酬の減額などが相

当あることを示している。

被災に伴なって銀行融資を受けたところは

総回答数の約E7％となっており。 73％は融資

を受けていない。融資金額をみると 5百万円



以上が (l54件）もあり、特に多額の融資を受

けている事務所は、所有ビルの全半壊に伴う

復旧費用または再建費用によるところが多い

と思われる。

修繕費などの資産損失では、総回答数の57

％が 2百万円以下の被害で止まっており、一

方、 l千万円以上が14%(108件）もあり、 1固

別的に破害の差が目立つ。

破災年度である平成 7年分の収入予測では、、

総回答数の約30％の事務所は、減収なしとし

ているものの、 70％の事務所で減収と考えて

おり、総回答数の32％の事務所で E白万円以

上の減収となっている。
・ ・ ・ ~ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ~ ・ ・ ・ ・ ~ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

~ ・ ・ ・ ・ ・ ~ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ~ 

事務所設備~等の回復
~ ~ ・ ~ ・ ・ ~ ・ ~ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ~ 

被災 l年巨では、事務所の設備面（事務所

の確保、復旧）はほとんど回復したといえる。

通勤環境もほぽ元に復し、仮事務所に移転し

た事務所も、相当数が元の支部に復帰した。

経営基盤は不安定
・ ・ ~ ・ ・ ・ ・ ~ ・ ・ ~ ・ ・ ~ ・ ・ ~ ・ ・ ・ ~ ~ ・ ・ ~ ・ 

~ ・ ・ ~ ~ ・ ・ ・ ・ ・ ~ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ~ ・ ・ 
~ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ~ ・ ・ ・ ・ ~ ・ ・ ~ ~ ~ ・ ~ ・ ・ ・ ・ ・ ~ ・ ・”・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ~ ~ ・ ・ ~ ・ ・ 

しかし、経営茎盤の面では、収入減の一方

で、復旧費の支出を強いられている。中には

関与先の減少、大打撃による大幅な収入減と

なり、一方巨額の復旧費を1昔入金で調達し、

令後長く被災の後遺症に苦しまなくてはなら

ないケースも出ている。特に関与先の経営環

境は、阪神地区一体の復旧が進ます、震災不

況も生じて、大なり小なり、すべての事務所

で当面の悪影響は回避し難いと考えられる。

健康面 かり

次に、税理士及び職員の健康面の閥題があ

る。被災地では、まさに非常事態が現出した

ため、誰もがく私＞の面では子供の学校問題、

老親の健康問題、親戚への援助など難題に対

応する一方、く公＞の面では、事務所の復旧、

被災後の事務所の足跡

職員の確保、関与先の被災相談業務、通常業

務の遅延などの対策に追われていたため、疲

労を内在している状況が続いている。

仕事の遅れがほぼ解消されたと見られる平

成8年5月以降に安堵感がもたらす健康状態

が心配されるところである。

このように、税理士事務所を令、訪れると

復旧したように見えるが、隠れたところで被

災の影響は現存していると考えられる。

その完全な回復は被災市町の復興計画にも

あるようにID年はかかると言うべきかも知れ

ない。

゜
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四
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
被
害
状
況

今日、税理士事務所においては、コンピュ

ータは、記¢長代行業務、経営分析、法人税 ・

所得税 ・相続税の申告書作成、年末調整事務、

税務相談、議事録 ・契約画の作成、経営『画

策定支援など、多種多嘩の業務を正確に迅速

に遂行するために欠かせない重要な道具であ

る。今回の地震の被害について、アンケート

結果をみよう。

一
' •一

コンピュータの被害状況について教えて

下さい。

コンヒュータ機器に被古

有

無

271件 (37%)

469件 (63%)

コンヒュータのデータに被害

106件 (15%）

597件 (85%)

有

無

データーの復旧はできましたか

復ILIてきた

1部できた

できなかった

74件

26f↑ 

14件
， 
: 

= ------------------------..．．e ● ・9 

「コンピュータのフロッピーが無事でよか

った」と思った事務所は少なくない。大地震

を予期していなかったため、コンピュータへ

の防災対策はほとんと取られていなかった。

コンビュータに被害のあった事務所のうち、

全焼した場合や衝登の大きかった場合など復

旧てきない場合もあった。

コンピュータの利用形態の内訳は、 5社の

供袷する専用機利用型が63%、 1社の提供す

るセンター利用型が14%、それに市販のソフ

トを使用するパソコン利用型23％てある。専

用機の販売会社は、長い付き合いのためか協

力的で、概ねコンピュータの被害の復旧を早
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く行った。また、叩用機販売会社は、代替機

を無籾で貸し出したところが多く、貸与を受

けた事務所は感謝している。

辻¢日
コンピュータのフロッピーが無事であ

ったのが何よりも有り難かった。

コンピュータはM社を利用しているが、

全壊した小務所に変わる場所と機械を衷

災直後から提供していただき、 hり難く

息います。

全壊仝焼のため小牛の事務所に保管し

ていた法人個人ともに一切の書類を焼失。

加えて灘区の顧問先が多いため顧問先の

控えの法人個人の苔類を焼失したが、灘、

神戸、苗犀、長田の各税務署とも快く書

類のコピーをさせてもらうなど短時間の

間にしてもらえたことが有り難かった。

コンピュータ台の固定が可動式のため

に動いて本棚の下になって壊れることが

なかったのは幸いであった。

コンピュータ・データも無事であり、

それが仕事上一番助かった。

ロッカー類はデコポコで使用できず、

整理に手間がかかり、税理1::会から衷災

関係の税務資料が送られてきたので助か

った。金融、税務その他の震災関係の資

料も早く会員に届けることができたら、

きっと助かったと思います。

1週間ぐらいは全く状況が把握できず

顧問先の被害がわからなかった。連絡の

ついた顧問先で被災した企業がまず一番

に直面したのは雇用問題、次に金融問題

でした。内門外のことゆえ相談場所の通

コンピュータの被害状況

知やその資料作りに忙殺された。

H頃から労働法規その他についても勉

強しておくべきだったと息う。

データのバックアップ体制について、

背筋かゾッとする思いだった。

婦税連から梢報がいち早く流れてきた。

情報が命だったので助かった。

税務署の対応が被災地内と外とは違っ

た。例えば束京h而では申告期限が 1ヶ

月延ばしてもらえずメチャクチャな申告

をせざるを得なかった。

社長は神戸、税理士は西宮で、ともに

決第どころではなかった。

どんなt派な機械でも、電氣がなけれ

ば唯の箱に過ぎない。

自宅と事務所は別の場所が良い（危機

管理上）。職員の緊急連絡網をマニュアル

化すればよい（安否確認etc.）。

串務所（コンピュータ、ファックス等

あり）は長1Il区で全壊した。
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現在、国税当局は、平成10年 3月までに法

人税の「電子申告制度」を導入する方針を固

めているといわれる。また、現在、偽造 ・変

造できす速やかにプリントアウトできれは、

電子媒体に保存されていても、帳簿書類と認

めている。法務省も、見読可能であれは、商

業帳簿を電磁的記録によって保存することは

可能であるとしている。今後ますます、情報

の加工や省スペースの観点から、電子データ

の形て、会計惧簿を保存するケースが出てく

るであろう。

いすれにしても、記張代行業務を行ってい

る場合、会計情報に関するコンピュータのデ

ータについては、会計事務所の貢任において、

パックアップをとり、酎火金庫に保管すると

ともに、 2個所以上で保管するなど万全を期

すべきだと考えている会員が多い。データさ

え保管しておけば、八ードは災害に遭つても、

いつでも買えるという考えもある。

コンピュータの台については、可動式であ

ったので落ちなかったという主張と、固定す

ペきであるという主張がある。

コンピュータは水に弱いのて、ピルのスプ

リンクラーの下に置かないように注意すべき

である。

今回の地窟では、比較的電力の復旧が早く、

コンピュータが稼動した地域が多かったが、

停電状態が長引けば業務に支障を来たす。と

んなに技術の粋を集めても、現在のところ、

コンビュータは電気がなけれはただの箱であ

る。

この大窟災で、コンビュータは、パソコン

通信やインターネットに活用された。

アンケートの回答の中には、税理土会が震

災下の税務情報、金融情報などをファクス及

ひ文書で流してくれたのが有り難かったとの
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感想をもつ事務所が多かった。税理土会は、

今後ますますファックス連絡網やパソコン通

信網、インターネットを整備してほしいとい

う意見が散見された。電話や携帯電話が役に

立った話、役に立たなかった話があるが、確

かにコンピュータも電源がなければただの箱

に過ぎない。しかし、電気さえ適れば、災害

時の混乱時でも、労力少なく多種多様な情親

を送れることは確かであり、税理士会挙げて

の情報網の確立が望まれる。

税理士の安否清報、被災税理士の必要とす

る有形、無形の援助に関する膚報に始まり、

災害時の最新税務情報とその統一的な取り扱

い情報、災害時の金融情報、災害時の雇用関

係一般及び雇用保険の取り扱い、災害時の税

理士会の活動状況など、中小企業のよき相談

相手として、被災地の税理士事務所が必要と

する情報は多種多様で、すべてを会員にファ

クスすることはできないかもしれない。特に

被災会員が必要なときに必要な詳細な大菫の

情報が入手できる体制が必要である。文書化

するには、その後の影習を考えると慎重を要

するが、国税当局とも十分に協讚の上、正確・

迅速に、業務上必要な多種多様な情報を会員

に届ける体制作りに、コンピュータは役立つ

のではないか。

そうすれば、税務行政上の取扱いも統一さ

れ、より一層公平になる。できる限り双方向

のシステムとして運用し、常に災害時の税務

その他中小企業経営に関する質問が提起され、

応答でき、それを会員に一般公開する方法が

望ましい。

サーバーの維持管理、データの作成、登録・

更新の作業などを誰が、いつ、どのように、

どれだけのコストで行うべきか、問題は多い。

税理士事務所はまさに情報を扱う産業であ

る。

被災地外の会員は、コンピュータによって、

情報を整理し伝達して、被災地の事務所を救

援できる。このような救援施策には、日本税

理土会連合会の人的・金銭的援助も大いに必

要であろう。そのための組織のあり方は、災

害という地域性、すなわち、被害の実清を理

解できることの必要性からみて、地域会を中

心に組織すべきであろう。

-------------------------------------―’ 

R 
コンピュータ、コンピュータ・データの

防災対策について、いい提案があります

か。

〇 事務所と所長・幹部職員の自宅な

ど離れた 2個所以上で保管する

1 8名

〇 コンピュータを置く台をキャスタ

ー式にする

る

1 3 

〇 コンピュータを転倒しないよう固

定する 3 

〇 特製保管庫に収納する 4 

〇 伝票持込式又はセンター利用にす

3
 

〇 防水対策をとる 3 

〇 こまめにバックアップをとる 2 

〇 ホストコンピュータヘ電送する

（センター利用の場合） 2 

〇 組織的にバックアップする 2 

〇 ハードも古いものを捨てず自宅で

も保管する 2 

0 サービスのよい代理店と契約する

（パソコン利用の場合） 1 

〇 ノート型パソコンを複数使用する

1 

〇 賑動を軽減させる構造の開発を希

望する 1 
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〇 床をフローリングする 1 

0 外付けハードディスクはガムテー

プで固定しておく l 

〇 床にクッションを置く 1 

〇 広い机の中央に置く 1 

-------------------- - --- - -----------------------

コンピュータのデータをバックアップし、

別に保管していた会員がIDB名いた。また、デ

ータの保管には、耐火金面であっても大きな

火災には役に立たないことがあるので、注意

を要する。

辻¢日
外付けハードディスクは、ガムテープ

で固定しておく。

情報伝達の整備。

電気、道話が 1週間以上故障で情報が

・切なかった。

軍隊当時の先輩から、目宅への電話で、

「事務所建物無事」の第一報を受けた。

コンピュータ処理による会計システム

が発逹している現在、顧問先のデータ関

係と自分の事務所で完全に把握し、なお

かつ天災等による被害から100％防ぐ備

えが肝心であると痛感した。顧問先の事

務所、愉ぴに自分の事務所が倒壊しても、

このデータさえ無串であれば時間がかか

っても平常どおりに戻すことはnJ能であ

る。何をさし置いても会計情報を最優先

にして、バックアップして他の場所に保

管するか、耐火命庫等を利用して万全に

処すべきである。

何が一番必変か。それは情報連絡、ネ

ットワークである。税理l：として組織的

に対応できる連絡網とその機能が全てだ

と思う。具体的には、事務所と仕所の 2

段梢えで緊急連絡網を作っておくことが

絶対に必要であると痛感した。

連絡手段が途絶する。携帯電話、パソ

コン通信など代替手段が大切。コンピュ

ータのデータさえ保全できれば、ハード

は貸してくれたり、膳入できたりする。

停屯防止装涸などの準備を考えている。

コンピュータは水濡れに弱い。ピルは

スプリンクラーなどで水浸しになる口T能

性があり、コンピュータの保管、設憐場

所などはーエ夫が必要。電話はほとんど

継がらないのに深夜のFAXはよく継が

った。関与先のFAXネットワークを作っ

ておくとよい。
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被災地の市町、とりわけ神戸市は、今、ひ

とつの批判を受けている。地震に対する防災

対策が不備、不十分てあったという点てある。

事実、行政コスト軽減のため震度5を前提

とした街づくりをすすめてきたこと、防火水

槽がほとんと機能亡す、消防車が現場まで出

動しなから放水てきす立ち往生したこと等、

多くの事実が指摘されている。

しかし、行政ばかりでなく、市民もまた同

様てあった。一般家庭、税理士事務所におい

ても、地震対策など何もしていなかったとい

うのが実情であった。

新設事務所の書棚なとの備品が、固定金具

てとめられていて破損を免れたとの報告も現

にあるが、件数はわすかてある。コンピュー

タ・テータのパックアソプの設備を完備しな

がら利用していなかったとの報告も多い。携

帯電話は、被災直後、貴重で有効な通信手段

として重宝したが、何も地震対策で準備して

いたわけではなかった。

九死に一生を得る程の被災経験をした現在

果たして税理士事務所は、どのような教訓を

得て、とのような防災対策をしているのであ

ろうか。

R 
被災の体験を踏まえ、現在どのような防

災対策をとっていますか。（複数記入もよ

い）

a, 

(b) 

保管庫等を固定金具でとめた

コンピュータ・テータをパ Jク・

アッフし、他に保管した 128 

耐火金庫を備え、重要団類を保管(c) 

した

(d) 

た

98 

39 

関与先、職員連絡簿を自宅に備え

90 
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(e) 携帯電話等を備えた 85 

(f) 特に何もしていない 422 

(g) その他行ったこと 36 

゜
二次震災に備え修籍工事 2 

゜
施錠 1 

゜
重いものは高く積まず机の下等

利用 3 

l - - ---- ----------- - - ------------------

アンケートの結果は、一見意外な結論を示

している。被災地の大半の事務所は、被災経

験を経ても新たな防災対策をとっていないよ

うに思われる。

総回答数の47％が「特になにもしていない」

と答えている。

その理由として一つは、今回のような大規

模地畏、とりわけ建物自体が全半壊になるよ

うな場合には、税理士事務所では、ほとんど

何もなす術がないということである。

むしろ、都市構造の見直し等、行政がつか

さどる防災施策に拠らなければ効果的な防災

対策とはならないというのが実感であろう。

また、心理的な面では、このような大震災

は百年に一度であり、当分は大丈夫ではない

かという気持ちが蔓延していることもあるか

もしれない。

大震災前は、阪神間では大地需は起こらな

いという思い込み、直後の合は、もう百年は

起こらないという錯覚が、妙な安心感をもた

らしていると見ることもできよう。

しかし、対応策が見つからない中でも、部

分的にではあるが教訓を残していることも事

実である。

保管庫を金具で固定、コンピュータ・デー

タのバック・アップ、耐火金庫の完備、関与

先・職員の連絡簿、携帯電話などである。

今回の地震は無人の事務所で発生したが、

もし昼間、執務中の事務所で発生していれば、

備品等の崩壊の下敷き、頭上からの落下物、

ガラス戸の破損による外傷、あるいは建物崩

壊によって多数の死傷者が出たであろう。

事務所を設置するときは、酎畏防災設備

等の状況を十分に確認することが大切であり、

今後は吻件説明書の中で、それらの記載を慣

行化することが望まれる。

したがって、耐震設備等の完備によるコス

トが増加することとなるが、このコストの上

昇を吸収する効率的な事務所経営が要求され

るであろう。

電気、水道、ガス、石油機器等のメーカー

は、震災に耐え得る新たな防災機器の開発を

すすめることが必要である。

防災の心得

事務所
〇 事務所内の備吊等を固定金具で應＼ず

とめる。

0 頭上に物を置ガない。

〇ガラス戸棚の回避。

〇 コンピューターデータの 2ケ所保存

を実践する。

0 関与先、識員との逹絡リストを事務

所・自宅の 2ケ所に保存可る。

0 関与先からの預ガり書類の早期返却

を日頃よりI図＼掛ける。

〇耐震性の高い建物に事務所を置く。

〇携帯電話、 P.日． Sを保有する。

〇 コンピューター送信の今後の迂展に

関心を持つ。
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阪神 ・淡路大震災により、企業 ・個人のリ

スク管理の在り方が大きく問われたと思われ

る。当然、社会における企美活動に参加して

いる税理士事務所も、リスク管理に関して、

新しい認識を持ち、税理士事務所のあるぺき

姿を模索する必要が、生じてきたのではない

たろうか。

パフル径済の崩壊後の社会は、それに伴っ

て、崩れた土地神話、急速な円高による製造

拠点の海外への移行、第3次産業から知識情

報産業を中心とする第4次産業への産業構造

の変化を特徴としたが、このような急激な経

済社会の進展からくる価値観の転換期に発生

した大震災は、単なる物理的現象にとどまら

す、径済社会の構造をも、根本的に変貌させ

ょうとしている。

政治、経済、文化等あらゆる生活分野にお

いて、価値親の多様性が進行している現在、

税理士事務所も社会構造の変化の中にあって、

意識改革を推進していかなけれはならない。

税理士と関与先との関係においても、とかく

経済的側面のみ強調される傾向があるが、大

震災を契機に、‘‘人間の絆'‘を原点として、訥

税者の求める「あるべき税理士像」を咆えす

自己に問いかけることが必要である。

税理士事務所の業務分野の見直し

元来、税理士事務所の業務は、記¢長・決算・

申告を中心としてきたが、高度成長期を径て

進展してきた経済活動の中て、多様な周辺業

務への進出が、 一部の積極的な人々を中心に

して拡大していった。しかし、八フル径済の

崩壊にともなって、拡大してきた周辺業務の

一部においてその径済的価値が縮冦しつつあ

る。大震災を契機としてこのような領向は、

決定的になりつつあり、このような観点から、

税理士事務所は、ます原点てある本来の業務
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に尽くし、専門家としての職域を厳守すると

ともに、拡大された周辺業務との整理見直し

の必要性を認識すべきであろう。顧問先の二

ーズを的確に把握するとともに、専門職業人

としての見識ある接し方につとめることで、

納税者の真の利益につながるように努めるこ

とが求められる。

情報管理体制の確立
税理士事務所では、作業効率の点から、関

与先の書類を預り保管しているのが、日常的

であるが、畏災時においては、重要書類の焼

失・紛失等の危険性が高いことが、今回の大

震災の経験で証明された。

したがって、この経験から預り保管したも

のは、早期に返却できる体勢を整え、必要以

外の書類は、コピー等を利用することにより

預らないことが望ましい。

また、税理士事務所の保管書類についても、

コンピュータによるファイリングシステムの

導入や不要書類の整理・破棄は、絶えす継続

的に行うことが必要である。コンピュータ社

会を迎え、情報を蓄積、管理、統合、活用す

るペーパレスの時代となりつつある令日、自

らの事務所内部のリストラを押し進めなけれ

ばならない。

現在の税理士業務に必要不可欠のコンピュ

ーダノフトのバックアップ体制の必要性を、

令回の地震ほど感じさせたものはない。プロ

グラム及びデータの管理体制も整備する必要

がある。

専用回線・無線・パソコン通信などを利用

したネットワークの構築も大地腰の経験から、

今後、ますます重要となるであろう。

税理士事務所と自宅との併設による事務所

今後の事務所の展望

形態は、大規模災害による同時被害の危険性

により、再考する必要性が生じてきている。

地震発生以前から、事務所と自宅との分離、

及び税理土事務所と閃与先との双方がデータ

を関するといった二璽（デュアル）管理体制

を築いていたことにより被害が軽微だったケ

ースもあった。

税理士事務所は、中小・零細企業を主とし

てその関与先にしているが、それらの企業は、

巳常的に地域に密碧した要素を多分に持って

いる。金融調達、人材、商圏等、企業の成長

過程においてその1頃向が見られる。関与先の

分布が、税理土事務所の所在地を中心とする

地域に密着している場合や、関与先業種が、

偏在している場合のリスクについては、今匡

の大震災は、その教訓を歴史に残したと言え

るだろう。（一千億円産業といわれた神戸のケ

ミカルシューズ業界が代表的である。）また、

阪神間という全国でも有数の近代都市におい

て大地震が発生した場合、関与先の分布が、

大都市集中型の場合の危険性は、衆目の一致

するところであった。（従来は、交適手段の密

度の高い阪神間は、経済的利便庄が良く、事

務所経営の効率性は高かった。）

コンピューター化による情幸討通信手段の腐

度化と、交通手段の高速化により、今後は、

関与先の分布も大都市中心から、近郊都市へ

の拡大も意識的に図っていかざるを得ないの

ではないだろうか。

なぜならば、経済成長が高度化していく過

程で、欧米先進国に見られるように、大都市

生産中心型から地万都市生産分散型へと変化

してきており、それは単に経済的要因だけで

はなく、自然環境の条件も配慮した地方分散

化への1項向が顕著になっていると考えられる

からである。
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